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（１）食品衛生に関する用語及び 

制度の紹介 
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食品衛生関連法規について 
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国（厚労省） 

食品衛生法 

各自治体（保健所） 

営業許可 

施設基準：県条例 

衛生管理：市条例 

食品等事業者 

衛生管理：ガイドライン 

衛生管理：市条例の 

管理運営基準 
（ガイドラインがベース） 
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行政と食品等事業者との関わり 

新潟市では平成２７年４月１日
から選択性での条例を施行。 



第51条 営業施設の基準 

 都道府県は、飲食店営業その他公衆衛生に与える影響
が著しい営業であつて、政令で定めるものの施設につき、
条例で、業種別に、公衆衛生の見地から必要な基準を定
めなければならない。 

第50条 有毒・有害物質の混入防止措置等に関する基準 

 都道府県は、営業の施設の内外の清潔保持、ねずみ、
昆虫等の駆除その他公衆衛生上講ずべき措置に関し、条
例で、必要な基準を定めることができる。  

新潟県食品衛生法施行条例 

食品衛生法について 

ハード面の基準 

３４業種 

ソフト面の基準 

新潟市食品衛生法施行条例 

従来型とＨＡＣＣＰ導入型の選択性 
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一般食堂・レスト
ラン等：5915施設 

新潟市許可施設数：１６９５２（Ｈ２７年度衛生行政報告例より） 

1051施設 

新潟県での営業許可業種 
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新潟県食品衛生条例に定める許可業種 
営業許可業種（条例） 概要 代表的な食品

つけ物製造業
野菜、果菜、山菜等を主要原料として塩その他の調味料を使用し
てつけ物を製造する営業

梅干し、たくあん漬
け、浅漬け

魚介類加工業 魚介類に簡単な調味加工をほどこす営業
魚の味噌漬、魚の
粕漬け、干物

もち製造業 もちを製造する営業 もち

食品の小分包装業
食品を小分けし密栓、密封等の方法で包装する営業。ただし、農
産物で未加工の者は除く。

珍味の小分け

弁当類又はそう菜類
販売業

にぎりめし、赤飯、すし、サントウィッチその他の弁当類又は煮物、
サラダ類、シューマイ、ギョーザその他のそう菜類を販売する営業

にぎりめし、赤飯、
煮物、サラダ類、

冷凍食品販売業
魚介類、食肉及び農産物の冷凍品を除く、冷凍食品を販売する営
業

冷凍食品

豆腐販売業 豆腐を販売する営業 豆腐

食品行商
魚介類、魚介類加工品、豆腐若しくはそう菜類を振り売り、又は、
市日の市場等において臨時に定置して販売する営業及び菓子類
を市日の市場等において臨時に定置して製造販売する営業

魚介類、菓子類



新潟市 許可施設数 

  業種数 

調理業 7,454 

販売業 4,835 

製造業 2,132 

給食 840 

自動車・自動販売機 1,788 
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平成２８年度監視指導計画より算出 



※H27.2実施 

※製造業及び大量調理施設対象 

※回答が得られた施設761施設（回収率：約42.3％）を業種数として集計 

新潟市におけるHACCP導入状況 
～平成27年2月実施アンケート結果～ 
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導入済み 

11% 

導入予

定有 

14% 

関心有 

32% 

導入予定

無 

25% 

HACCP

を知らな

い 

18% 

設問内容 

導入済み 

・施設全体として導入している。 

・一部の製造ライン又は一部の種類の製品のみに導
入している。 

・導入に着手しているが、導入途中である。 

導入予定有 

・１年以内に導入に着手する予定である。 

・１年を超えて3年以内に導入に着手する予定である。 

・３年を超えて５年以内に導入に着手する予定である。 

・５年後以降に導入に着手又は導入時期は未定で
あるが予定はある。 

・具体的な導入計画はないが、導入に関する検討を
している。 

関心有：関心があるが、具体的には検討していない。 

導入予定無：導入する予定はない 

HACCPを知らない：HACCPのことをよく知らない。 

平成27年１０月現在導入済みの 
業種数：１０７業種 
施設数：４６施設 

ＨＡＣＣＰの導入を確認 
２４施設（４４業種） 

 

※平成27年１０月現在 
※アンケートで導入済みと回答した４６施設
のうち、給食施設を除く４２施設に立ち入り
確認 
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原材料の入荷から出荷までに発生するかもしれな
い食中毒菌汚染や異物混入の防止する特に重要
な工程を管理する食品の衛生管理手法 

 ＦＡＯ／ＷＨＯ合同食品規格委員会（コーデックス
委員会）策定の国際基準＝ＣＯＤＥＸ ＨＡＣＣＰ  

事業者が自ら使用する原材料、製造方法に応じて
策定、実行 

ＨＡＣＣＰとは 
ＨＡＣＣＰ（Hazzard Analysis and Critical Control Point）とは 
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ＨＡＣＣＰ方式と従来方式との違い 
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全工程で危険を洗い出す！           ステップ① 

 手順１ ＨＡＣＣＰチーム編成 

 手順２  製品説明書の作成 

 手順３ 用途・対象者の確認 

 手順４  製造工程図を作る 

 手順６  危害要因の分析 

 手順５  製造工程一覧図の現場確認 

危険を把握するため 
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危険を排除するための 
最も大切なポイントを決定 

危険排除の最重要工程の決定           ステップ② 

 手順７  重要管理点の決定 
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管理方法を決める           ステップ③ 

 手順８   管理基準の設定 

 手順９   モニタリング方法の設定 

 手順１０  改善措置の設定 

 手順１１  検証の設定 

 手順１２  記録と保存方法の設定 

管理方法を決めて、 
客観的に安全性を示す 
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一般的衛生管理とＨＡＣＣＰの関係 

食中毒予防の３原則 

つけない 増やさない やっつける 

衛生的な作業着 

適切な手洗い 

器具消毒・洗浄 

交差・２次汚染防止 

トイレの衛生管理 

従業員の健康管理 

低温での保管 

適切な加熱 
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HA 

CCP 
一般 

衛生管理 

安心 

安全 

一般的衛生管理とＨＡＣＣＰの関係 

どちらが欠けてもダメ！ 

基本＝一般的な衛生管理 
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安心 

安全 一般 

衛生管理 

リアカー部分（施設）が古くても、とりあえず 
車輪（ＨＡＣＣＰの考え）を追加する！ 

一般的衛生管理とＨＡＣＣＰの関係 

基本＝一般的な衛生管理 
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・柔軟な対応が重要 
・実施作業上の性質と考慮すべき 



衛生管理自体は今までと変わらない 

 １） 現在安全な製品が作られているという前提 

    のもと、 

 ２） 現在取り組んでいる衛生管理状況をＨＡＣＣＰ 

    という方法で整理し、 

   （まったく新たな何かを始めるものでない！） 

 ３） 今までの衛生管理に科学的な客観的根拠を 

    提供！ 

 

  

求められるHACCPの形 

現状の人・設備で， 
まずできるところからまず始める 
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（２）ＨＡＣＣＰを取り巻く状況 
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平成28年３月７日 
厚労省主催の検討会 

 
・HACCPの導入を段階的に  
 する。 
 
・具体的な対象品目や導入 
 時期は今後検討する。 
 

平成28年3月8日新潟日報より 
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平成２８年度内に約７回の検討会を開催し、 
検討会報告書を取りまとめる（１２月） 
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（３）ＨＡＣＣＰの普及推進に関する 

政策等について 

34 



ＨＡＣＣＰ普及等に関する 

これまでの対応 
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 関係法令の改正 

 食鳥処理法 

 と畜場法 

 管理運営基準（食品衛生法） 

 ＨＡＣＣＰの認証 

 厚生労働省によるもの 
総合性衛生管理製造過程の承認 

対米輸出水産食品 

 民間審査機関によるもの（ＩＳＯ，ＦＳＳＣ，ＳＱＦ） 

 業界団体によるもの 
 ＨＡＣＣＰ支援法 

 地方自治体の独自認証によるもの 

 

ＨＡＣＣＰ普及等に関する 
これまでの対応 
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関係法令に基づく 

衛生管理基準の改正 
～管理運営基準～ 
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管理運営基準とは（新旧の比較） 



 

新潟市食品衛生法施行条例で規定 

一般衛生管理だけでＯＫ＝従来型 

その営業施設で守るべき 

衛生管理の基準・方法のこと 

新潟市食品衛生法施行条例改正 

従来型or導入型のどちらかでやって 
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ＨＡＣＣＰの認証等について 
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１ 第三者認証（外部認証）によるＨＡＣＣＰ 

 １） 厚生労働省によるもの 

    （総合衛生管理製造過程、対米輸出水産食品） 

 ２） 民間審査機関によるもの（ＩＳＯ，ＦＳＳＣ，ＳＱＦ…等） 

 ３） 業界団体によるもの（惣菜協会，冷凍食品協会…等） 

      －ＨＡＣＣＰ支援法について 

 ４） 地方自治体の独自認証によるもの（北海道，茨城…等） 

    ※新潟県および新潟市では自治体認証は未実施 

 

２ 認証によらないもの 

   自主衛生管理としてのＨＡＣＣＰ 

認証によるもの／認証によらないもの 
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１－１）厚労省によるもの 
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施設名 申請者 食品群 

一正蒲鉾㈱東港工場 一正蒲鉾㈱ 容器包装詰加圧加熱
食品 

一正蒲鉾㈱本社工場 一正蒲鉾㈱ 魚肉練り製品 

伏見蒲鉾㈱本社工場 伏見蒲鉾㈱ 魚肉練り製品 

㈱塚田牛乳 ㈱塚田牛乳 乳 

新潟県農協乳業㈱ 新潟県農協乳業㈱ 乳、乳製品 

新潟市内での 
総合衛生管理製造過程認定施設 
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水産食品を米国に輸出するに当たり、施設が連邦規則の要件を満た
していることを都道府県等が認定する制度。 

申請は、最終製品を加工する施設（以下、「最終製品加工施設」とい
う。）が行う。 

最終製品加工施設名 輸出品目 

一正蒲鉾(株)本社工場 さつま揚、白身魚揚げ、 

サラダピュア、焼きちくわ、 

はんぺん 

対米輸出水産食品認定制度 
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１－２）民間認証機関によるもの 
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①ＩＳＯ２２０００（ International Organization for 

Standardization） 
  ＩＳＯは国際標準化機関で、電気・通信及び電子技術分野を除
く 全産業分野（鉱工業、農業、医薬品等）に関する国際規格の作
成を行っている。 

 食品分野では、HACCP手法が盛り込まれたＩＳＯ２２０００が安全
なフードチェーンを保証する目的で作られた。 施設名 主な取扱品目 

亀田製菓株式会社 亀田工場
工業団地 

米菓・スナック菓子 

マルシン食品株式会社 もち類、菓子 

昭和冷凍食品株式会社 ベーカリー、惣菜 

一正蒲鉾株式会社東港工場 容器包装詰加圧加熱食品 

一正蒲鉾株式会社本社工場 魚肉練り製品 

民間団体によるＨＡＣＣＰについて 
～ＩＳＯ２２０００～ 
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③ＳＱＦ 

②ＦＳＳＣ２２０００ 

施設名 主な取扱品目 

亀田製菓㈱亀田工場工業団地 米菓・スナック菓子 

マルシン食品㈱ もち類、菓子 

昭和冷凍食品㈱ ベーカリー、惣菜 

 ＩＳＯ２２０００に追加要求事項を加えて補強し、具体的な基準を
設け、取引先業者のレベルを一定以上のものにした認証。  

施設名 主な取扱品目 

スターゼン東日本販売(株)新潟営業所 牛肉、豚肉、鶏肉（それぞれ
冷蔵・冷凍） 

 1994年、オーストラリアの政府機関によって策定された認証で， 

３つのレベルがあり，レベル２及びレベル３でHACCPを取り入れて
る。 

民間団体によるＨＡＣＣＰについて 
～ＦＳＳＣ２２０００、ＳＱＦ～ 
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GFSI認証規格（※） 

項目 自己宣言 ＩＳＯ２２０００ ＦＳＳＣ２２０００ ＳＱＦ 

マネジメント化 × ○ ○ ○ 

ハザード分析 ○ ○ ○ ○ 

設計・開発 × × × ○ 

フード 
ディフェンス 

× × ○ ○ 

事業継続計画 × × × ○ 

特別要員 ＨＡＣＣＰチーム 食品安全チーム 食品安全チーム 
ＳＱＦプロクティ
ショナー 

商品への表示 一部可 × × ○ 

対応業種 食品製造 食品関連 食品関連 食品関連 

取得までの期間 半年程度 1年程度 1年程度 1年程度 

審査登録費用 
 数万円 

～数十万円 
100万円以上 100万円以上 100万円以上 

※ＧＦＳＩ：ＣＧＦ(Ｔｈｅ Ｃｏｎｓｕｍｅｒ Ｇｏｏｄｓ Ｆｏｒｕｍ:世界７０か国、約６５０社の小売業・メーカー 

が加盟している団体組織）の中核を占める２０００年に設立された非営利財団。 

ＧＦＳＩ承認規格には、他にＢＲＣ，ＩＦＳなどがある。 

ＨＡＣＣＰと認証等の比較 
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ＣＯＤＥＸ ＨＡＣＣＰと 
第3者認証の関係性 
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段
階 



（一社）大日本水産会 
（一社）日本弁当サービス協会認定 
（一社）日本惣菜協会 
全国菓子工業組合連合会 
（一社）日本冷凍食品協会 
                      など 

農林水産省の事業であるＨＡＣＣＰ支援法の 

指定認定機関になっているところが多い。 

１－３）業界団体によるもの 
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１－４）地方公共団体の 

独自認証によるもの 
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国内及び新潟市での導入状況 
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２１％ 

６８％ 

※H28.8.5現在 

※製造業及び大量調理施設対象（給食施設を除く） 
※回答が得られた施設606施設（回収率：約３０％）を業種数として集計 

※従業員数４人以下の施設が３８％を占める 

ＨＡＣＣＰの導入率は 
中小企業では非常に低い！ 

新潟市におけるHACCP導入状況 
～平成28年7月実施アンケート結果～ 
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新潟市におけるHACCP導入状況（業種別①） 

～平成28年7月実施アンケート結果～ 
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新潟市におけるHACCP導入状況（業種別②） 

～平成28年7月実施アンケート結果～ 
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新潟市におけるHACCP導入状況（業種別③） 

～平成28年7月実施アンケート結果～ 
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国（厚生労働省）の取り組み 
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厚生労働省作成一部改変 

国による様々な政策・支援体制が検討され、 
徐々に実施されつつある。 
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新潟市ＨＡＣＣＰ普及推進連絡協議会 
を開催し、市での方針の意見交換を行う。 

 

厚生労働省作成一部改変 80 



国（農林水産省）の取り組み 
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 地域連携ＨＡＣＣＰ導入実証事業（モデル事業） 

 研修会 

 対象事業者支援 

 報告会 

 連絡協議会 

 消費者への啓発 

 フードチェーン全体で・・・ 

 ニューフードバレー構想 

 農業生産工程管理（ＧＡＰ）手法普及推進事業 

 

 

新潟市の取組み 
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地域連携HACCP導入実証事業（モデル事業） 

導入の過程・結果で得られた効果等について、
助言・指導を行う全国の自治体や関係事業者
等において幅広く共有する 

補助金 
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I. 事業者支援 

① 研修会 

② 相談会 

③ 対象事業者支援 

市内の２事業者に対しHACCP導入を支援 

④ 報告会 

対象事業者支援の進捗状況報告、課題対応策を協議 

⑤ 連絡協議会 

有識者や行政関係部局等による普及方策の検討 

II. 消費者への啓発 
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新潟市の事業計画案（平成２８年度） 



①研修会（基礎編） 実施済み 
●日程 

 ・平成２８年３月１７日（木）、１８日（金）（以下、３月） 
 ・平成２８年６月１６日（木），１７日（金）（以下、６月） 
 

●出席者数 

 [３月]１７日（木）：７３名、１８日（金）：４１名 

 [６月]１６日（木）：６９名、１７日（金）：６１名 

 

●講師 

 [３月] イオン株式会社品質保証部担当者及び当課職員 

 [６月]当課職員 
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●講習内容 

 [３月] 

 講演：販売店が求める取引業者におけるＨＡＣＣＰについて 

 研修：①ＨＡＣＣＰに関する国内外の動向 

     ②ＨＡＣＣＰ導入に関する基礎知識の紹介 

     ③ＨＡＣＣＰ導入の手引き（厚生労働省作成ＤＶＤ） 
     ④ＨＡＣＣＰを取り入れた衛生管理 

 [６月] 

 研修：[３月]と同一内容 

 

 研修会終了後に、アンケートを行い事業者の導入状況等の
実態把握に努めている。 
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①研修会（応用編） 予定 

●開催日程または開催回数 

  平成２８年１０月及び平成２９年２月の各３日間（計２回開催） 
  （３日の間隔は連続しない日かつ間を１週間程度） 
●講師 

  コンサルタント業者及び当課職員 

●講習内容 

 １日目：①ＨＡＣＣＰの概要と導入の意義  

      ②ＨＡＣＣＰ導入の実例について 

      ③７原則１２手順の概要 

      ④手順１～５の説明 

      ⑤手順１～５の演習 

 ２日目：①原則１、２（手順６、７）の説明 

      ②原則１、２（手順６、７）の演習 

 ３日目：①原則３～７（手順８～１２）の説明 

      ②原則３～７（手順８～１２）の演習 

●受講者数：定員 各回約２０人  92 



●日程 

 平成２８年１１月及び平成２９年２月の各３時間 

 計６回開催：うち４回は応用編に付随、２回は報告会開催  

 日の午後に開催予定 

 

●対象事業者 

 定員：各回６～９施設程度（１事業者２０～３０分程度）※１ 

 応用編の参加者及び公募による食品等事業者 ※２ 

 

 ※１ 応用編の研修会及び公募の状況による 

 ※２ 予約制（質問内容は事前に聴収） 
 93 



 
１．平成28年度中にHACCP手法を導入 

 ・厚労省作成の手引書や点検票を使用 
 

２．コンサルタントおよび保健所による支援 

 （※コンサルタント料は委託金から支出） 

 ・HACCPプラン作成指導 

 ・施設における現地指導 
 

３．導入過程での記録および導入後の検証 

 ・課題、解決策の記録（④報告会への出席） 

 ・HACCP導入効果の検証 
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①新潟市＋支援事業者＋コンサルタント事業者 

②新潟市＋新潟県＋関東信越厚生局 

各事業者で出た問題点等の解決策等を３者で話し合う。 

各自治体で出た問題点等を関東信越厚生局から 

アドバイスをもらう。 
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●平成２８年４月１日設立 

 

●委員：６名 

    関係課：２課 

 

●年３回開催予定 

 （今年度は２回） 
 

●事務局：食の安全推進課食品安全対策係 
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●「市報にいがた」での特集（新聞折り込み・ＨＰ） 
 

●「いきいき新潟」での放映（ＴＶ） 
     

●子供向け講習会の開催 

 

 

※すべて現在検討中 

97 



年間スケジュール 

5月 6月 7月 8月 12月 1月 3月

基礎
（１日）

保健所講師
○

応用
（４時間×３日間×２セット）

コンサル講師
※研修会１日目のみ３時間３０

分

①
‐

１

①
‐

２

①
‐

３

②
‐

１

②
‐

２

②
‐

３

(2)相談会 各回3時間
1
回

2
回

3
回

4
回

5
回

6
回

(3)対象事業者
への支援

（施設への立入）
- 1回 2回 3回 4回 5回 6回 7回

①
（市＋コンサル＋事業者）

1回 2回 3回

②
（市＋県　のみ）

1回 2回

(5)連絡協議会 各回2時間 1回 2回

※網掛け部はコンサルタント業者参加

新潟市地域連携HACCP導入実証事業スケジュール

(1)研修会

(4)報告会

10月9月 11月 2月

別紙２
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フードチェーン全体で・・・ 

生産（例：疾病の管理） 食品製造（例：加熱温度管理） 

販売（例：保管温度管理） 保管/出荷（例：保管温度管理） 

 

全体で取り組む 
⇒最大限の効果！ 

99 



100 

当日資料配布 
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当日資料配布 



（４）地域連携ＨＡＣＣＰ導入 

実証事業の支援事業者について 

102 


